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形成が可能になるというのである(Beramendi & Rehm, 2016; Esping-Andersen, 1990; 
Korpi & Palme, 1998)。 
一方で上記の議論には、低所得者層や左派層の福祉国家に対する選好が、課税・給付方法













































近年の研究でも盛んに議論されているトピックである(Brady & Bostic, 2015; Busemeyer 
























4 カ国を含む西ヨーロッパ諸国では GDP のおおむね一割以上を占めている。ベラメンディ
とレームは、高率な付加価値税と福祉国家の規模との関係を「逆進的な収入構造と大きな再




向にあることが知られている(Roosma, van Oorschot, & Gelissen, 2016)。日本の消費増税
を対象とした研究においても、高所得者層が低所得者層よりも消費増税の使途に対する政

















る(Busemeyer & Iversen, 2019)。また、ブレイディとボスティックは、普遍主義と選別主
義を対立概念として捉えるのではなく、選別主義を低所得者層にターゲットするのか高所
得者層にターゲットするのかの二項対立によって捉えるべきだと主張し、実際に低所得者




























影響に関して、低所得者・左派層と高所得者・右派層の双方に注目し、Berens & Gelepithis 
 
3 例えば、ルイーダとステグミュラーは、再分配政策に対する支持には高所得層と低所得










とが確認されている(Armingeon, Guthmann, & Weisstanner, 2016; Beramendi & 











































年 3 月 3 日～3 月 9 日にサーベイ実験を実施した。最終的な総回答者数は 1552 人で、分析
には、回答欠損者などを排除した 1197 人を利用した6。三浦・小林（2016）によれば、ク
ラウドソーシングサーヴィスの登録者は、ネット調査のモニタに比べて、実験文や設問を読




































図 2 理想税率の回答分布 
 


























































































































図 4 実験刺激仮説検証（モデル 1・モデル 2） 
 
次に、世帯収入によって条件付けされた実験刺激効果（仮説 1A、仮説 2A）を検証する。




いるため、図 4 と同じように、群ごとに条件付け事件刺激効果を比較しているのが図 5 で
ある。具体的には、世帯収入を 10 パーセンタイルである 200～400 万円（以下低収入層と
呼ぶ）と、90 パーセンタイルである 800～1000 万円（以下高収入層と呼ぶ）に固定し、そ
れぞれの場合における条件付けされた実験刺激効果量をシミュレーションしている。 













図 5 世帯収入に条件付けられた実験刺激仮説検証（モデル 3・モデル 4） 
 




















 表 2 のモデル 5 とモデル 6 は、イデオロギーによって条件付けられた実験刺激を分析し
た結果である。実験刺激とイデオロギーの交互作用項をとって分析をしている。これらの





図 7 イデオロギーに条件付けられた実験刺激仮説検証 
 































活用されるとは考えていないためであるとも考えることができる(Park et al., 2017)。 
さらに、本稿の分析によって確認された、逆進性刺激によって高所得者が消費税の理想
税率を高め、低所得者が低めるという傾向は、理論的な想定と合致し、ルースマらの研究
結果とも整合的である（Roosma, van Oorschot, & Gelissen, 2016）。また、ベーレンズと
ゲレピティスは選別主義的な給付が累進課税によって行われるというあり方が高所得者層
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ー」と呼べるような 2 つの対立軸を抽出することができた。以下の補図 1 は、それぞれの
回答分布であり、図補図 2 は、因子分析の結果である。 
 
 












等軸は欧米において語られる主要なイデオロギー対立軸と親和性が高い  （Lipset and 











補遺表 1 を見ても、表 2 を見ても、本文の自己申告イデオロギーの結果とほぼ変わらず、
イデオロギーとの交互作用項は、極めて限られた影響しか見出せず、収入の影響とは大きく
異なっていると確認されるだろう。 
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